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「とっとりＳＤＧｓネットワーク」発足及び第１回会議の開催について 

令和２年１１月２７日 

新 時 代 ・ S D G s 推 進 課 
 
鳥取県らしい持続可能な地域社会を実現するためには、行政、企業、団体、NPOをはじめ多様な主体

による連携・協働が不可欠であることから、官民連携組織となる「とっとりSDGｓネットワーク」を発
足し、以下のとおり第１回会議を開催しました。 

１ 日 時 １１月１４日（土）午後２時から３時３０分まで 

２ 場 所 第３応接室、西部総合事務所 等 
※会議は基本的にリモートで実施し、Web環境が整わない出席者等が各会場で参加。 

３ 議 題 ・とっとりＳＤＧｓネットワーク設立趣意書（案）等について 
・ＳＤＧｓ普及啓発の活動について 
・とっとりＳＤＧｓ若者ネットワークの取組について  など 

４ 出席者 とっとりＳＤＧｓネットワーク構成員 １６名（欠席２名） ※詳細は別記 

５ 構成員の主な発言 

【ＳＤＧｓ普及啓発の活動について】 

 〇 取引先や地域などから、盛んに講師依頼を受けている状況があり、地域が一体となり盛り上がるこ
とが非常に大切と感じている。（株式会社山陰合同銀行） 

〇 情報発信は、若者だけでなく、より多くの県民に伝わることをしっかり考えていく必要がある。（鳥
取県生活協同組合） 

 〇 広報の重要性はとても共感できる。各組織の特性を踏まえ、ＳＤＧｓにしっかり取り組んでいくこ
とが必要と考えている。（社会福祉法人こうほうえん） 

 〇 ＳＤＧｓの言葉は知っているが、何から手をつけていいかわからないという声も伺っている状況。
子育て中のお母さんのような、暮らしの身近にいる方々に向けても情報発信できればと思う。
（Tottori Mama’s） 

 〇 企業単位で見れば、ＳＤＧｓは勢いよく広がっている現状ではないと思われるため、企業のブラン
ド力向上に繋がるよう、メディアによるＳＤＧｓの喚起に取り組んでいければと考えている。（株式
会社新日本海新聞社） 

 〇 県内でこれからＳＤＧｓへ取り組む方に対する、学術専門的な支援を考えている。（国立大学法人
鳥取大学） 

 〇 経営研究を高校生へ還元したいので、これまでも実施してきた出前授業について、ＳＤＧｓをテー
マに設定して取り組んでいくことを検討している。（公立大学法人公立鳥取環境大学） 

 
【とっとりＳＤＧｓ若者ネットワークの取組について】 

 〇 ＳＤＧｓ普及の視点として、カードゲームの製作だけではなく、例えば「すごろく」のような年代
も問わず楽しめる内容も考えられるかもしれない。（鳥取県商工会議所連合会） 

 〇 企業向けＳＤＧｓアプリについては、大変興味を持ったため、可能であれば金融機関も活用し、導
入や推進に協力していきたい。（株式会社鳥取銀行） 

 〇 企業向けＳＤＧｓアプリで分析される各ゴールの強み弱みのうち、特に弱みの部分を参考にしたい
と感じた。加えて、本社のＩＣＴ技術を用いて、バージョンアップに協力できればと考えている。
（リコージャパン株式会社鳥取支社） 

 〇 未来ある若者が、積極的にＳＤＧｓへ関わることを大変頼もしく感じ、本団体の取組（移住定住の
促進など）にも協力していただきたいと感じた。（NPO法人なんぶ里山デザイン機構） 

 〇 大人から子供たちに伝えると理解しづらいところがあるため、若い方から子供たちへ伝えたほうが
望ましいと感じた。（日南町） 

 
【その他】 

 〇 障がいのある方が、働くことを通して地域課題を解決するという実践活動を、ネットワーク構成員
として一緒に広報し、それがまたＳＤＧｓへ繋がればと感じた。（NPO法人鳥取県障害者就労事業振
興センター） 

 〇 ＳＤＧｓの理念「誰ひとり取り残さない」を踏まえると、私たちの活動は、様々な繋がりにより安
心を伝えることとなるため、とても有意義であると考えている。（虹の会（不登校や障害、ひきこも
りの親の会）） 

 



 

 

５ 今後のスケジュール（予定） 

     令和２年１１月～  とっとりＳＤＧｓネットワーク構成員と連携した普及啓発活動の実施 

                 ・本ネットワーク構成員等の取組動画の作成及び紹介等 

                 ・本ネットワーク構成員等におけるＳＤＧｓの啓発物品（パネル等）によるＰＲ 

令和３年３月頃  第２回とっとりＳＤＧｓネットワーク会議（本年度の活動情報や次年度の取組について） 

 

 

＜参考＞ 

■とっとりＳＤＧｓネットワーク構成員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■当日の様子 

 

 

開発中の企業向けＳＤＧｓアプリ 
（とっとりＳＤＧｓ若者ネットワーク） 

 
※アンケートへの回答により、ＳＤＧｓの各ゴ
ールにおける強み弱みを測ることができる。 

県庁第３応接室での意見交換 

No. 分野 所属団体 職名 氏名 備　考

1 商工 鳥取県商工会議所連合会 会長 児嶋　祥悟
本ネットワー

ク代表

2 株式会社山陰合同銀行
（代表取締役　専務執行役員）

地域振興部長
（杉原　伸治）

【代理】森　保志

3 株式会社鳥取銀行
執行役員

営業統括部長
前根　伸彦

4 リコージャパン株式会社鳥取支社 支社長 森田　尚

5 鳥取県生活協同組合
福祉政策推進グループ

グループリーダー
岡田　安弘

6 地域活動 特定非営利活動法人なんぶ里山デザイン機構
（事務局長）

理事長
（板持　照明）

【代理】毎川　秀巳

7 環境 特定非営利活動法人ECOフューチャーとっとり 副理事長 根本 昌彦 欠席

8
環境

消費活動
とっとり県消費者の会 会長 福井　靖子 欠席

9 障がい者支援 特定非営利活動法人鳥取県障害者就労事業振興センター 事務局長 赤井　寿美

10 子育て支援 虹の会（不登校や障害、ひきこもりの親の会） 世話人代表 遠藤　明子

11 高齢者支援 社会福祉法人こうほうえん 理事長 廣江　晃

12 女性活躍 Tottori Mama's 代表 中井　みずほ

13 報道 株式会社新日本海新聞社
地域プロデュース局

局長
小谷　和之

14 若者 とっとりSDGs若者ネットワーク
青翔開智

高等学校3年
網田　かのこ

15 国立大学法人鳥取大学 理事・副学長 細井　由彦

16 公立大学法人公立鳥取環境大学 事務局長 田中　洋介

17 日南町 企画課長 実延　太郎

18 鳥取県 知事 平井　伸治

行政

金融

企業等

教育



今年度のSDGs普及啓発の活動について

✓ 県⺠や県内団体等へ向けてSDGsを普及啓発し、学びから実践へつなげる
取組を実施。

✓ コロナ禍の中、３密を避けることとし、「とっとりSDGsネットワーク」や「とっとり
SDGs若者ネットワーク」が連携協⼒して実施。

○SDGsを実践する（一人ひとりが実践）
・ 家庭でもできる⾝近な実践例を、とっとりSDGs若者ネットワークが紹介。
→ 動画や地元メディアなどを通じたPRを実施

○SDGsを知る・考える
・ 県⺠に⾒えやすい形でSDGsに関する様々な普及啓発を実施。
・ 県内の取組を知る。
→ 「とっとりSDGsネットワーク」メンバーの活動状況を動画などで紹介

【目的】⺠間の調査機関によると、本県のSDGs認知度は依然低い状況にあるため、県⺠に広く
SDGsを知ってもらい、より多くの実践例が⽣まれることを目的として実施。

【主なターゲット】SDGsの実践者であるネットワーク構成員の関係団体や所属団体 等
→ ネットワークの発足を契機として、各構成員のそれぞれが持つネットワークを活用して

普及啓発を⾏うことで、SDGsの更なる浸透・拡⼤を図る。

基本方針

今年度のSDGs普及啓発の活動について

SDGs実践例を動画紹介

日常生活でごく簡単に取り入れ
られるSDGs行動の紹介冊子の
事例を動画で作成・配信を行う。

【ターゲット】個人

SDGs関連情報をフェイス
ブックなどのSNSによ
り情報発信し、県内の個人・

企業・団体等の行動変容
へつなげる！

ナマケモノにもできるアクションガイド
（国連広報センター）

NW構成員・パートナー
登録者の取組を動画紹介
ネットワーク構成員やSDGs
パートナー登録者の実践動画
を作成・配信を行う。

【ターゲット】企業・団体

NW構成員・パートナー
登録者の取組をＨＰ紹介

ネットワーク構成員やSDGs
パートナー登録者の取組をとり
ネットへ掲載し、SDGs達成に向
けた様々なアプローチを紹介。

【ターゲット】企業・団体

SDGs県内巡回展

県所有の啓発物（パネル等）を、
ネットワーク構成員、企業・団体
や市町村等へ貸し出し、身近に
SDGsの情報がある環境づくり
を実施。

【ターゲット】個人・企業・団体

駅前広場、商店街、空き店舗
などの展示も視野

若者ネットワーク
との連携取組

tomosadashinya
タイプライタ
当日資料（抜粋）



とっとりSDGs若者ネットワークの活動

○ 持続可能な社会の担い手となる若者（高校⽣、⼤学⽣、社会人など）により、
SDGsの実践につながる調査や活動を⾏う「とっとりSDGs若者ネットワーク」を8月に結成。

○ R2年度は、「幅広い世代への普及啓発活動」と「企業のSDGsへの主体的な取組推進」
をテーマとし、具体的に活動を進めている。

○ 活動成果については、本会議などで報告するとともに情報発信。

〜取組テーマの具体的イメージ〜
「幅広い世代への普及啓発活動」 …鳥取県ユニセフ協会学⽣部との協働によりカードゲームを

制作し、こども向け学習会を開催。⾝近な⽣活での実践例
を紹介する動画づくりなど

「企業のSDGsへの主体的な取組推進」…企業が自らのSDGs取組度合いを手軽に測れるアプリを
開発、普及させ、企業の主体的な取組を促進

幅広い世代への普及啓発

トリセフと連携したカードゲームづくり

生活での実践例を紹介する動画づくり

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

○ トリセフ（鳥取県ユニセフ協会学⽣部）とのパートナー
シップにより、こどもから⼤人まで楽しめるSDGsカードゲー
ムを制作中︕制作後は、カードゲームを使ったSDGs学習
会の開催を計画中。

★ 今後も、こどもから大人まで幅広い層にカードゲームを
使ってもらい、SDGsを考えてもらうキッカケを創りたい︕

★ カードゲームの内容も、利⽤者の声も聴きながらブラッ
シュアップしていく予定。

○ 国連の「ナマケモノにもできるアクションガイ
ド」を参考に、⽣活での⾝近な実践例を選
定。

○ トリピーの出演などにより、鳥取らしい動画
となるよう、内容を検討中︕︕

★ 今後、制作した動画をYoutubeなどでも
広めていき、県内でのSDGs実践を拡げて
いきたい︕

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■



山陰両県若手職員交流・連携プロジェクトの最終発表について 
令和２年１１月２７日 

新 時 代 ・ S D G s 推 進 課 
 
鳥取県及び島根県の若手職員が連携し、両県共通の課題を解決するための政策立案プロセスの実践を

通し、互いに交流を深めるとともに、課題解決の糸口を見つけ両県がともに発展することを目的とした
山陰両県若手職員交流・連携プロジェクトの取組を５月から実施してきましたが、最終発表会を以下の
とおり開催しました。 

１ 日 時 １０月３０日（金）午後４時３０分から５時３０分まで 

２ 場 所 米子商工会議所 

３ 出席者 山陰両県若手職員交流・連携プロジェクトメンバー 10名（20・30代の職員を両県から５名ずつ） 
鳥取県：知事、令和新時代創造本部長、検討課題担当部局長等 
島根県：知事、政策企画局長、自治研修所長、検討課題担当部局長等 

４ プロジェクトの検討課題・提案内容・意見 

（１）検討課題 
   人口減少対策において「都会へ転出した若い女性が戻り、定着する山陰地方を目指す」政策提案 

（２）提案内容と主な意見 

＜主旨＞両県共通の課題である若者の転出超過において、女性が戻ってきやすい環境や魅力のある
地域づくりのための取組を若手職員の観点から検討し、両県の施策を強化する。 

◆地元で輝く！未来のキャリアビジョン創出支援事業 
・就職の方向性が定まっていない大学１～２年生を対象に、山陰で輝きながら働くイメージを持っても
らい、山陰地域でのインターンやＵターン就職へ繋げるために、学生と地元の若手会社員が共同で活
動を行う交流イベントを実施する。 

 →知事の主な意見 
  ・情報発信のあり方について、大学生の１～２年生の時に一度やってみるというのは確かにそうかも

しれない。山陰両県で高校生だった頃の思い出が深くあって、やっぱりいつか戻ってみたいとい
う気持ちを大事にしてもらえるようにするには、導入部分としてあるのかなと思う。（平井知事） 

  ・全国的な企業のインターンは事実上の事前面接になっているため、もうその辺りから就職活動が
始まっていると考えると、もう少し早く県内の企業情報を知ってもらわないと選択肢にも入れて
もらえなくなるのではと思っていたところ。若い皆さんも同じような認識を持っていただいてい
ると理解した。（丸山知事） 

◆山陰版Uターン促進シェアハウス事業 
・「地元が気になっているものの、実家とは距離が欲しい」という新社会人を対象に、シェアハウスと   

いう新しい選択肢を提供する。また、情報発信や地域との関わりを持つことで、新たなUターン者の
獲得へ繋げる。 

 →知事の主な意見 
  ・シェアハウスというのは、今の若い皆さんの感覚に合うのだと思う。地域との交流ができるよう

な、新しいタイプのシェアハウスということもあり得るのかなと思う。（平井知事） 
  ・付加価値を付け、一人暮らしより良い生活、気の合う人と生活ができるスタイルを示すことがで

きれば、それはこれまでなかった魅力だと思うので、そうした方向性というのはあり得るのかな
と思う。（丸山知事） 

◆パラレルワーク応援事業 
・山陰では仕事の選択肢が少ないという声に応えて、複業（パラレルワーク）という働き方を提示し、 

Uターンに繋げるため、複業が可能な環境を作り、導入企業を増やし広報を行う。 

 →知事の主な意見 
  ・コロナにより様々な暮らし方、働き方、生き方が増えてくると思う。山陰に住みながら、都会の

仕事をリモートで行うということは絶対に出てくるはずなので、そこから移住定住に引き込むと
いう戦略がある。その中でこの複業モデルというのを活かしていけたらよいと思う。（平井知事） 

  ・働くことを一つに固定せずに、自分の能力を活かして複業ということもあるだろうし、山陰両県
ともそういう魅力や素地がたくさんあると思うので、もっと幅を広げて選択肢を示していく。そ
もそもそういうことができることがよく知られていないということから改善していくことが必要
なのかなと思った。（丸山知事） 

５ 今後の対応 

提案内容は、それぞれの担当所属がさらに深化させ、来年度の予算要求等に反映させる予定です。 



鳥取・広島両県知事会議の開催結果について 

令和２年１１月２７日 

総 合 統 括 課 
 

鳥取県と広島県に共通する政策課題への認識を深めるとともに、連携した対応方策を検討するた

め、鳥取・広島両県知事会議を以下のとおり開催しました。今後、連携施策の具体化及び実行に向

け、両県間での検討を進めていきます。 

（※）広島県との両県知事会議は、平成２３年度に広島県で第１回会議を開催して以来、毎年開催しており、今

回は９回目の開催。 

 

１．開催概要 

（１）日  時  令和２年１０月２０日（火） 午後２時から３時まで 

（２）場  所  奥田元宋・小由女美術館（広島県三次市内） 

（３）出  席  平井鳥取県知事、湯﨑広島県知事 

（４）概  要 

両県知事間で意見交換を行い、以下のとおり今後新たな連携施策を検討・実施していくこ

とについて合意した。 

①新型コロナウイルス感染症対策における広域支援体制の強化 

・ インフルエンザとの同時流行期に備え、両県連携しての訓練や机上シミュレーションを実

施する。 

・ インフルエンザ等対策特別措置法や感染症法について、国と都道府県、都道府県と保健所

設置市との関係について役割分担を整理した法改正を求めていく。 

②クラウド上で業務システムを共通・共同化するための取組を推進 

・ 都道府県間で共同化・共通化できる行政システムを洗い出し、クラウド化することを検討

していく。 

・ 災害時における AI チャットボット※の共同利用を検討する。 

※ ＬＩＮＥアカウントと「友だち」登録を行ったユーザーが、災害に関する写真等の情報をＬＩＮ 

Ｅ上で投稿し、その内容をＡＩが分析した上で、地図上に展開・集約し、広範囲に現場情報の収 

集及び関係機関との情報共有を行う仕組み。広島県が実証実験中。 

③「しま“なみ”海道」・「やま“なみ”街道」・「鳥取うみ“なみ”ロード」の連携によるサイ   
クリング観光の振興 

・ 「鳥取うみなみロード（境港市～岩美町）」の開設を機に、「しまなみ海道（今治市～尾道

市）」、「やまなみ街道（尾道市～松江市）」、「鳥取うみなみロード」の連携によるサイクリ

ング観光の振興を図る。 

④三次市の「もののけ」、境港市の「ゲゲゲの鬼太郎」による妖怪を核とした周遊観光の推進 

２．今後の予定 

今回合意した事項を中心として、施策の

具体化や実行に向け両県事務レベルでの検

討を進めるとともに、さらなる連携分野・方

策の可能性についても、併せて検討を進め

ていく。 

 
 



全国知事会議の開催結果について 
 

令和２年１１月２７日 

総 合 統 括 課 

令和２年１１月５日（木）に全国知事会議（全国知事会主催、WEB会議）が開催され、新型コロナウイルス感染

症対策、地方分権、地方税財政など、地方を取り巻く諸課題に対し国に必要な対策を求める提言等を取りまとめ、

１１月２０日（金）に開催された全国都道府県知事会議（政府主催）において総理大臣等への提言を行いました。 

さらに、新型コロナウイルスの感染拡大を受け、１１月２３日（月）に、全国知事会新型コロナウイルス緊急対

策本部を開催し、感染拡大防止に向けた議論が交わされました。 

 

＜全国知事会議（全国知事会主催）＞ 

１ 日時等 令和２年１１月５日（木） 午前８時５５分～正午（WEB会議） 

２ 出席者 平井鳥取県知事ほか各都道府県知事等 

３ 開催概要 

平井知事から、新型コロナウイルス緊急対策本部本部長代行として、「新型コロナウイルス感染症に関する緊

急提言」を提案し、冬季における感染症対策の強化、法的措置の見直し、水際対策の強化、偏見・差別行為の排

除等を盛り込んだ緊急提言（資料１）が取りまとめられた。 

また、年末年始における帰省や旅行の分散、企業における休暇の分散取得のお願い、帰省・旅行の際の感染

防止対策の徹底などを呼び掛ける全国知事会からのメッセージ（資料２）も取りまとめられた。 

さらに、地方分権推進特別委員長として、昨年来議論を続けてきた「地方分権改革の推進に向けた研究会」

（令和元年１２月設置）において、自治立法権の拡充・強化、地方の負担となっている計画策定に関する規定

の見直し、国の政策決定プロセスへの地方の参画などを柱とした報告書（資料３）が取りまとめられたことを

報告した。今後に向け、地方分権改革を国へ具体的に問題提起するため、事務レベルＷＴを設置し、調査・分析

を行うこと、国と地方のパートナーシップの強化に向け、国と地方の協議の場の分野別分科会の設置を国に求

めていくことが決定した。 

その他、地方を取り巻く各種課題・テーマに沿って活発な議論が交わされ、国への提言が取りまとめられた。 

 

（取りまとめられた主な提言） 

〇税財政等に関する提案 

・地域経済と日本経済の力強い再生の実現に向け、新型コロナ感染症対策予備費の活用や第３次補正予算編成

を含む追加の経済対策を講じること。 

・「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」や「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金」

を令和３年度以降も継続すること。 

・想定を超える大きな減収が懸念されることから、地方消費税などを減収補填債の対象に追加すること。 

・令和３年度の地方財政計画においても地方一般財源総額を確保・充実するとともに、個々の地方団体レベル

での一般財源の確保・充実にも留意し、財源保障機能と財源調整機能の維持・充実を図ること。 

・「緊急防災・減災事業債」を継続し、対象事業の拡大を図ること。 

〇新たな５か年対策による国土強靱化の加速と地方創生回廊の構築提言 

・「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」が終期を迎えることから、事業期間を５か年とする中長

期的かつ明確な見通しのもと、別枠による必要な予算・財源を確保すること。 

・高速道路等のミッシングリンク解消、４車線化、新幹線の基本計画路線から整備計画路線への格上げなど、

地方創生回廊を早期に構築すること。 

〇新たな過疎対策法の制定に関する追加提言 

・「一部過疎」、「みなし過疎」の特例について、現行地域が引き続き過疎対策を進められる要件を設定すること。 

〇デジタル社会の実現に向けた提言 

・オンライン化など住民サービスの向上と効率性を追求した行政システムを構築すること。 

・どこでも、誰でも、デジタル化の恩恵を享受できる環境を整備すること。 



・デジタル化を推進する人材の確保・育成を支援すること。 

〇災害時における死者・行方不明者の氏名等公表に係る提言 

・災害対策基本法に、災害時に死者・行方不明者の氏名等公表を行う主体と、公表に関する権限、関係機関の個

人情報の提供の協力義務を規定するなど、法令上の根拠を明確にすること 

・知事が、地域の実情や被災の状況を踏まえ、円滑かつ迅速に氏名等公表の判断ができるよう、公表の判断の

参考となる標準例を定めたガイドラインの策定に、全国知事会とともに協力して取り組むこと。 

 

 

＜全国都道府県知事会議（政府主催）＞ 

１ 日時等 令和２年１１月２０日（金） 午後４時～午後６時４０分（総理大臣官邸） 

２ 出席者 （全国知事会）平井鳥取県知事ほか各都道府県知事等、（政府）菅内閣総理大臣ほか関係閣僚 

３ 開催概要 

菅内閣総理大臣及び関係閣僚出席のもと、新型コロナ対策、防災・減災対策や地方財政対策、デジタル社会

の実現など地方が抱える課題等に基づき意見交換が行われた。平井知事からは、菅内閣総理大臣に対し、新型

コロナウイルス感染症対策、社会保障、地方分権について提言を行った。 

 

（平井知事の発言概要） 

・地方も政府と一体となって新型コロナウイルス感染症対策に取り組む。 

・医療機関の休業補償、医療従事者への危険手当を新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の対象と

すべき。 

・陽性者の早期発見、封じ込めのため、実効性ある措置を講ずることができるよう、宿泊療養の法的根拠を

明確にするなど新型インフルエンザ等対策特別措置法や感染症法等を改正すべき。 

・病床削減を進める地域医療構想の議論を一旦停止し、感染症対策も含めた新たな視点で議論をしていくべ

き。 

・新型コロナウイルス感染症対策で国と地方が緊密な対話を行っているように、その他の分野においても国

と地方の協議の場の分野別分科会を設置すべき。 

 

（菅内閣総理大臣の発言概要） 

・まずは、既に措置している新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金を速やかに医療現場に届けるこ

とをお願いする。 

・新型インフルエンザ等対策特別措置法等の改正については、慎重、前向き、様々な意見があることから、引

き続き幅広い意見を聞きながら検討していきたい。 

・地域医療構想については、丁寧に意見を聞きながら議論を進めていきたい。 

・脱炭素社会の実現に向けて、国と地方で検討を行う新たな場を創設することとしている。 

 

 

＜全国知事会新型コロナウイルス緊急対策本部（第13回）＞ 

１ 日時等 令和２年１１月２３日（月） 午前９時～正午（WEB会議） 

２ 出席者 平井鳥取県知事ほか各都道府県知事等 

３ 開催概要 

各知事より各県の感染状況等の報告、感染拡大防止策等の共有、国への意見などが発言された。中でもGoTo

キャンペーンについての意見が多く、地域を限定してGoToトラベル事業を一時停止する選択肢を認めること、

出発地の限定も含めて具体的な仕組みを明らかにすることなど求める「新型コロナウイルスの感染拡大を受け

た緊急提言」（資料４）が取りまとめられた。 

また、マスクの着用、会食時の感染リスク低減、感染者や医療従事者を思いやることなどを呼び掛ける「新

型コロナ「第３波」警戒宣言！」（資料５）も取りまとめられた。 

 



資料１















資料２


















